
介護保険制度の改善を求める意見書 

 

「利用料が１割から２割になり、訪問介護とデイケアの利用を半分に減らした」「特

養に入所できず、家族が仕事を辞めて介護」など、新たな介護困難や介護離職が広がっ

ている。 

事業所は、介護報酬の大幅な引き下げにより、倒産・廃業する事業所が相次ぎ、地域

の介護サービス基盤そのものを大きく揺るがしている。 

介護現場では、職員を募集しても応募がなく、人手不足が常態化・深刻化している。

原因は、介護職の給与が全産業平均と比べて月１０万円もの低水準や人手不足による加

重労働にある。介護の担い手を外国人労働力に求めるという安直な方法ではなく、抜本

的な処遇の改善こそ行うべきである。また、介護職員が利用者・家族から受けるパワハ

ラ・セクハラが社会問題化し、厚労省も実態調査を開始するなど対策に乗り出した。１

人勤務を禁止し、複数職員で従事できる対応が必要である。介護職員の被害を防ぐため

にも、国として対策マニュアルを作成するだけではなく、必要な予算措置を講ずべきで

ある。 

高齢化が進展する中で、介護保障の充実はすべての高齢者・国民の願いであることか

ら、以下の改善を要望する。 

 

１．新たな給付削減・負担増方針は行わないこと。 

  訪問介護の回数制限は中止すること。 

  現役並み所得者の利用料の３割負担実施を見直し、利用料は１割負担に戻すこと。 

  要介護１、２の生活援助サービスを継続すること。 

２．特別養護老人ホームへの入所対象者を要介護１以上に戻すこと。補足給付における

資産要件等を撤廃し、２０１４年法改正以前の要件に戻すこと。 

３．介護報酬を大幅に引き上げ、介護基盤の維持・向上に努めること。 

４．介護従事者の処遇を大幅に改善し、人手不足の抜本的な解決を図ること。そのため

の財源は、一般財源で確保すること。 

５．政府の責任で必要な財源を確保すること。社会保障費の削減を中止すること。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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